
第７章 環境影響を受ける範囲であると想定される地域 

 

1 環境影響を受ける範囲であると想定される地域の検討 

本環境影響評価において、環境影響を受ける範囲であると想定される地域は、対象事業実施区域か

ら概ね半径2.0km 以内の区域とした。 

環境影響を受ける範囲であると想定される地域の検討に際しては、第６章 表6.1-1に示した環境影

響評価項目（p.6-2参照）のうち、環境への影響が最も広範囲に及ぶものとして考えられる煙突排ガス

の最大着地濃度出現予想距離を基に、次の点を勘案した。 

 

・「廃棄物処理施設生活環境影響調査指針」（平成18年9月 環境省）において、煙突排ガスによる影

響の調査対象地域として、最大着地濃度出現予想距離の概ね２倍を見込んで設定した例が示されて

いる。 

・計画施設における最大着地濃度出現予想距離は、類似事例を参考とすると約0.5～1.0kmと考えられ

る。また、最近の事例によると、表7-1に示すとおり最大着地濃度出現距離は約0.5～0.65kmの範囲

であった。 

 

表7-1 最近の事例 

参考文献 作成年月 事業者名 処理能力
煙突 
実体高 

最大着地濃
度出現距離

一般廃棄物処理施設整備に伴

う環境影響評価書 

平成24年4月 佐賀県西部 

広域環境組合 

102.5t/24

h×2炉 

59m 約0.6km 

新環境工場等整備事業に伴う

環境影響評価準備書 

平成29年8月 菊池環境保全

組合 

85 t/24h 

×2炉 

59m 約0.65km 

桑名広域清掃事業組合 
ごみ処理施設整備事業に係る
環境影響評価書 

平成29年1月 桑名広域清掃

事業組合 

87t/24h×

2炉 

59m 約0.5km 

エネルギー回収施設（川口）建

設事業 生活環境影響調査書 

平成27年2月 山形広域環境 

事務組合 

75 t/24h 

×2炉 

59m 約0.5km 

 

なお、本環境影響評価を実施するにあたり、必要な地域特性に関する情報を把握する範囲は、対象

事業実施区域から概ね半径2.0km 以内の区域を基本とし、適宜、調査対象項目により適切な範囲に設

定した。 
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